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≪国土交通省≫ 

 

表 16－１ 国土交通省の政策評価に関する計画の策定状況 

基本計画の
名称 

国土交通省政策評価基本計画 （平成14年３月22日策定） 

平成15年３月27日改正 平成15年７月15日改正 平成15年10月10日改正 平成16年７月30日改正 
平成17年７月29日改正 平成18年８月４日改正 平成19年３月30日改正  平成19年８月10日改正 
平成19年10月１日改正  平成21年３月31日改正 平成22年３月29日改正 

基本計画の
主な規定内
容 

① 計画期間 ○ 平成21年度から25年度までの５年間 

② 事前評価
の対象等 

○ 政策アセスメント（事業評価方式） 
以下に該当する施策等のうち社会的影響の大きいものは必要に応じ

政策アセスメントの対象とする。ただし、規制の事前評価、個別公共
事業の新規事業採択時評価及び個別研究開発課題の事前評価の対象は
除く。 
ア 新たに導入を図ろうとする施策等（予算、税制、財政投融資（政

策金融を含む。）、法令等をいう。） 
イ 既存の施策等のうち、その改正、廃止、緩和、延長等を図ろうと

するもの 
○ 規制の事前評価（事業評価方式） 
  法律又は政令の制定又は改廃により、規制（国民の権利を制限し、

又はこれに義務を課する作用）を新設し、若しくは廃止し、又は規制
の内容の変更をすることを目的とする施策等を対象とする。 

○ 個別公共事業の新規事業採択時評価（事業評価方式） 
国土交通省が所管する以下の種類の公共事業のうち、維持・管理に

係る事業、災害復旧に係る事業等を除くすべての事業を対象とする。 
ア 直轄事業 
イ 独立行政法人等施行事業（特殊法人又はこれに準ずる法人が行う
事業をいう。以下同じ。） 

ウ 補助事業等（国庫からの補助（間接補助を含む。）、出資又は貸
付に係る事業をいう。ただし、イに該当するものを除く。以下同じ。） 

○ 個別研究開発課題の事前評価（事業評価方式） 
研究開発機関等が重点的に推進する個別研究開発課題及び本省又は

外局から独立行政法人研究機関、民間等に対して補助又は委託を行う
個別研究開発課題を対象とする。 

③ 事後評価
の対象等 

○ 政策チェックアップ（実績評価方式） 

  国土交通省の主要な行政目的に係る政策に関して横断的かつ体系的

に整理したアウトカムの政策目標を政策チェックアップの対象とす

る。その上で、政策を実現するための具体的な施策に関して、施策目

標を明らかにし、政策チェックアップを施策の単位で実施する。 

○ 政策レビュー（総合評価方式） 
  以下の基準等に基づいて選定するテーマを政策レビューの対象とす
る。 
ア 国土交通省の政策課題として重要なもの 
イ 国民からの評価に対するニーズが特に高いもの 
ウ 他の政策評価の実施結果等を踏まえ、より掘り下げた総合的な評
価を実施する必要があると考えられるもの 

エ 社会経済情勢の変化等に対応して、政策の見直しが必要と考えら
れるもの 

○ 個別公共事業の再評価（事業評価方式） 
国土交通省が所管する以下の種類の公共事業のうち、維持・管理に

係る事業、災害復旧に係る事業等を除くすべての事業を対象とする。 
ア 直轄事業 
イ 独立行政法人等施行事業 
ウ 補助事業等 

○ 個別公共事業の完了後の事後評価（事業評価方式） 
  国土交通省が所管する以下の種類の公共事業のうち、維持・管理に

係る事業、災害復旧に係る事業等を除くすべての事業を対象とする。 
ア 直轄事業 
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 イ 独立行政法人等施行事業 
 ウ 補助事業等 
○ 個別研究開発課題の中間評価(事業評価方式) 

研究開発機関等が重点的に推進する個別研究開発課題及び本省又は
外局から独立行政法人研究機関、民間等に対して補助又は委託を行う
個別研究開発課題を対象とする。 

○ 個別研究開発課題の終了時評価（事業評価方式） 
    研究開発機関等が重点的に推進する個別研究開発課題及び本省又は

外局から独立行政法人研究機関、民間等に対して補助又は委託を行う
個別研究開発課題を対象とする。 

○ 「成果重視事業」の事後評価 
  「成果重視事業」については、政策チェックアップ又は個別研究開

発課題評価の手法により政策評価を実施する。 
政策チェックアップによる場合は、実施計画において、評価対象に

係る具体的な業績指標及び業績目標を設定する。個別研究開発課題評
価による場合は、毎年度の中間評価を実施する。 

○ 法律により事後評価の実施が義務付けられた計画等 
国土形成計画法（昭和25年法律第205号）第６条第１項の全国計画、

社会資本整備重点計画法（平成15年法律第20号）第４条第３項第２号
の規定によりその概要が同法第２条第１項の社会資本整備重点計画に
定められた社会資本整備事業、及び住生活基本法（平成18年法律第61
号）第15条第１項の全国計画については、政策チェックアップ又は政
策レビューの手法により政策評価を実施する。 
政策チェックアップによる場合は、実施計画において、評価対象に

係る具体的な業績指標及び業績目標を設定する。政策レビューによる
場合は、実施計画において、評価対象をテーマとして設定する。 

④ 政策評価
の結果の政
策への反映 

○ 各局等は、評価結果を予算要求、法令等による制度の新設・改廃等
の企画立案作業における重要な情報として、適切に活用する。また、
基本的方針等の策定に当たっても、評価結果を有用な情報として活用
する。 

⑤ 国民の意
見・要望を 
受けるため
の窓口の整
備 

○ インターネットにより政策評価に関する情報を公表する場合は、電
子メールによる意見等の受付アドレスを記載するなど、政策評価に関
する国民からの意見等の提出の機会を確保するように努める。 

○ 提出された意見等については、国土交通省内における各局等への通
知、意見等の概要やそれへの対応状況・考え方等に関する第三者の意
見を聴取する場への報告等を行うとともに、可能な限り回答を行うな
ど適切な対応に努める。 

  また、政策評価に関する国民からの意見・要望を受け付けるため、
政策統括官（政策評価）及び各局等の政策評価担当窓口を公表する。 

実施計画の
名称 

平成 21 年度国土交通省事後評価実施計画（平成 21年３月 31日策定） 
平成 21 年８月 31日改正 

実施計画の
主な規定内
容 

①  基本計画に掲げた政策のうち、
実施計画の計画期間内に対象と
しようとする政策（法第７条第２
項第１号に区分されるもの）及び
評価の方式 

○ 政策チェックアップ：13の政策目標に係る政

策 

○ 政策レビュー：15テーマ 

○ 個別公共事業の再評価（②に該当するもの以

外）：587事業 

○ 個別公共事業の完了後の事後評価：88事業 

○ 個別研究開発課題の中間評価：１課題 
○ 個別研究開発課題の終了後の事後評価：27 課
題                   

② ５年未着工・10 年継続中（法
第７条第２項第２号イ及びロに
該当するもの） 

○  ５年未着工：個別公共事業の12事業 
○ 10年継続中：個別公共事業の 297事業 

(注) 基本計画については、平成 21年３月 31日の改正において、毎年度、計画期間を変更する方式から
計画期間を固定する方式に見直す等、全面的な見直しが行われている。 
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表 16－２ 国土交通省における政策評価の実施状況等の概要（総括表） 

政策評価
の対象と
しようと
した政策
の区分 

評価実施件数 
政策評価の結果 
の内訳別件数 

政策評価の結果の政策への
反映状況の内訳別件数 

事前評価 政策アセスメント（事業評価方式） 
：111 件 
〈22 年度予算概算要求時（21 年８月

公表）：49件〉  〔表 16－３－ア〕 

〈22年度予算概算要求時（21年 11月

公表）実施：40件〉 

  〔表 16－３－イ〕 

〈21年度予算概算要求時実施分修正 

等：22件〉    〔表 16－３－ウ〕 

新規施策の評価は
妥当 

111 
 

評価結果を踏まえ、新規施
策の導入に係る措置を講じ
た 
 
 

62 
 

 概算要求に反映 40 

機構・定員要求に反映 ９ 

 機構要求に反映 ４ 

定員要求に反映 ９ 

規制の事前評価（事業評価方式） 
:10件      〔表16－３－エ〕 

規制の新設、改変
（緩和を含む）を伴
う政策の評価は妥
当 

10 評価結果を踏まえ、規制の
新設、改変（緩和を含む）
を伴う政策の導入に係る措
置を講じた 

10 

個別公共事業の新規事業採択時評
価（事業評価方式）：145件 
〈22年度予算概算要求時（21年８月公
表）：18件〉    〔表16－３－オ〕 

〈22年度予算概算要求時（21年11月公
表）：１件〉    〔表16－３－カ〕 

〈21年度補正予算に係る事業：61件〉 
   〔表16－３－キ〕 

〈22年度予算に向けた事業（直轄事業
等）：10件〉    〔表16－３－ク〕 

〈22年度予算に向けた事業（補助事業
等）：55件〉    〔表16－３－ケ〕 

事業の採択は妥当 145 平成 22年度予算等に反映し
た 

140 

個別研究開発課題の事前評価（事業
評価方式）：73件 
〈22年度予算概算要求時（21年８月公

表）：36件〉   〔表16－３－コ〕 
〈22年度予算概算要求時（21年11月公

表）：２件〉   〔表16－３－サ〕 
〈21年度末公表：35件〉 

  〔表 16－３－シ〕 

課題の採択は妥当 73 平成 22年度予算等に反映し
た 

69 

事後評価 政策チェックアップ（実績評価方
式）：49件 
（46施策目標） 

［実施計画期間内の評価対象政策（法

第７条第２項第１号）］ 

〔表16－３－ス〕 

（成果重視事業：３件） 

〔表16－３－セ〕 

評価の結果、一部改
善・見直し・整理・
統合を図った上で、
引き続き実施する
ことが妥当 
 

49 ① 評価結果を踏まえ、こ
れまでの取組を引き続き
推進した 

【引き続き推進】 

26 
 

 概算要求に反映 23 

機構・定員要求に反映 ２ 

 機構要求に反映 １ 

定員要求に反映 ２ 

② 評価結果を踏まえ、評
価対象政策の改善・見直
しを行った 

【改善・見直し】 

21 

 概算要求に反映 21 

機構・定員要求に反映 ３ 

 機構要求に反映 ２ 

定員要求に反映 ３ 

政策の重点化等 ８ 

政策の一部の廃止・休止・中
止 

１ 

③ 事業の最終年度を迎え
たもの 

２ 
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政策評価
の対象と
しようと
した政策
の区分 

評価実施件数 
政策評価の結果 
の内訳別件数 

政策評価の結果の政策への
反映状況の内訳別件数 

政策レビュー（総合評価方式）：５
テーマ 
［実施計画期間内の評価対象政策（法

第７条第２項第１号）４件］ 

〔表16－３－ソ〕 
{政策レビュー（総合評価方式） 
:11テーマ｝   〔表16－３－タ〕 

テーマごとに対象
政策について目標
の達成状況等につ
いて分析を行い、そ
の要因や課題を明
らかにした 

５ 
 
 
 
 

評価結果を踏まえ、今後の
予算要求等に適切に反映す
る。 

【引き続き推進】 
 

５ 

 個別公共事業の再評価（事業評価
方式）：293件{33件} 
〈21年度道路関係予算配分・執行事業
分18件〉    〔表16－３－チ〕 

〈22年度予算概算要求時実施等：14件
{22件}〉  〔表16－３－ツ、テ〕 

〈21年度補正予算に係る事業：８件〉 
         〔表16－３－ト〕 
〈22年度予算に向けた事業（直轄事業

等）：184件〉  〔表16－３－ナ〕 
〈22年度予算に向けた事業等（補助事

業等）：69件{11件}〉 
〔表16－３－ニ、ヌ〕 

 
［実施計画期間内の評価対象政策
（法第７条第２項第１号）242件
{29件}] 

［未着手（法第７条第２項第２号イ）
３件{３件}] 

［未了（法第７条第２項第２号ロ）
48件{１件}] 

事業の継続が妥当 258 事業を継続 
     【引き続き推進】 

258 

事業を見直した上
での継続が妥当 

22 事業を見直した上で継続    
【改善・見直し】 

22 

事業の中止が妥当 13 
 

事業を中止 
【廃止・休止・中止】 

13 
 

 個別公共事業の完了後の事後評価
（事業評価方式）：94件 

〔表16－３－ネ〕 

再事後評価、改善措
置の必要なし 

92 再事後評価の実施、改善措
置の実施の必要性を判断し
た 

94 

再事後評価の必要
あり 

２ 

個別研究開発課題の中間評価（事
業評価方式）：１件 
［実施計画期間内の評価対象政策(法

第７条第２項第１号)］ 
〔表16－３－ノ〕 

研究開発課題の継
続は妥当 

１ 
 

平成 22年度予算に反映した 
【引き続き推進】 

１ 

個別研究開発課題の終了時評価
（事業評価方式）：30件 
［実施計画期間内の評価対象政策(法

第７条第２項第１号)］ 
〔表16－３－ハ〕 

研究開発課題の最
終的な成果を確認
し、必要に応じて課
題を明らかにした 

30 今後の研究開発課題の実施
に当たり適切に反映する 

30 

(注)１ { }は、評価を実施中のもの（外数）である。 

２ 国土交通省では、個別公共事業の評価について、維持・管理に係る事業、災害復旧事業等を除くすべ

ての国土交通省所管公共事業を対象として、新規事業採択時評価及び再評価を行っており、表中の法第

７条第２項第１号の件数は、政策評価の実施が義務付けられておらず国土交通省が自主的に取り組んで

いるものである。 

３ 政策アセスメントの平成 22 年度予算概算要求時の評価については、「平成 22 年度予算編成の方針に

ついて」（平成 21年９月 29日閣議決定）を踏まえ行われた概算要求に伴う評価の結果（21年 11月公表）

のみが政策に反映されている。このため、「評価実施件数」と「政策評価の結果の政策への反映状況の

内訳別件数」は一致しない。 

４ 個別公共事業の新規事業採択時評価及び個別研究開発課題の事前評価それぞれの 22年度予算概算要

求時の評価については、「平成 22年度予算編成の方針について」（平成 21 年９月 29 日閣議決定）を踏

まえ行われた概算要求に伴い、８月に公表した評価の対象政策の一部について、評価が実施され、また、

その一部については概算要求に盛り込まれなかったことにより、一部の評価結果が政策に反映されてい

る。このため、「評価実施件数」と「政策評価の結果の政策への反映状況の内訳別件数」は一致しない。 
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表 16－３ 国土交通省における評価対象政策の一覧 

 

１ 事前評価 

 

（１）平成 22年度予算概算要求に当たり、予算概算要求、税制改正要望等に係るものを中心とす

る 49 の施策を対象として、政策アセスメント（事業評価方式）を実施し、その結果を 21年

８月 31 日に「平成 22年度予算概算要求等に係る政策アセスメント結果（事前評価書）」とし

て公表。 

 

表 16－３－ア  政策アセスメントを実施した施策〈22 年度予算概算要求時（21年８月公表）〉 
№ 評 価 対 象 施 策 

政策目標１ 少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 

１ 民間賃貸住宅の契約の適正化・紛争処理の円滑化に係る支援制度の創設 

政策目標２ 良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 

２ 地域における継続的な海岸漂着ゴミ対策の推進 

３ 200海里海域の特性に応じた海洋マネジメントビジョンの策定 

４ 地域交通、物流の革新を促す新たな低炭素実用車両の開発促進 

５ 自動車運送事業者によるＣＯ２削減努力の評価手法、付加価値創出手法の開発 

６ 歴史的水辺環境改善下水道事業の創設 

７ 資源・エネルギー循環下水道事業の創設 

８ まちを元気づける水辺整備を推進するための「お濠再生プロジェクト」の創設 

政策目標３ 地球環境の保全 

９ エコモビリティ都市の推進 

政策目標４ 水害等災害による被害の軽減 

10 緊急地震速報等の高度化 

11 集中豪雨・局地的大雨対策の強化 

12 地球温暖化に関する観測・監視体制の強化 

13 下水道浸水被害軽減総合事業の強化 

14 都市機能保全型老朽管対策事業の創設 

15 砂防設備等の緊急改築制度の創設 

16 土砂災害に対する警戒避難体制の強化に関する制度の創設 

17 ゲリラ豪雨等に対しても安心して暮らせる「100㍉／ｈ安心プラン（仮称）」の策定 

18 
気候変動に伴う集中豪雨の激化に対応する河川整備及び流域対策の推進（流域治水対策河川事業
費補助の創設） 

19 沿岸域一帯の危機管理・減災対策の創設 

20 地球温暖化に伴う海面上昇等への緊急的な適応策としての高潮・高波対策等の推進 

21 広域侵食対策事業の創設 

政策目標５ 安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 

22 運輸の安全性向上のための官民における戦略的取組の推進 

政策目標６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 

23 産業活性化のための港湾機能の強化 

24 物流施設の耐震強化 

25 観光魅力を活かした船旅の振興 

26 訪日外国人旅行者の受入環境整備事業 

政策目標７ 都市再生・地域再生等の推進 

27 停滞プロジェクト早期完了支援事業の創設 

28 交通結節点の利便性向上と周辺の一体的整備を重点支援する制度の創設 

29 歴史的風致維持向上施設整備事業の創設 

政策目標８ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

30 生活支援機能の集積による駅機能高度化～コミュニティ・ステーション化～の推進 

31 バス交通における環境整備モデル事業の創設 

32 外海離島等の運航費軽減・需要喚起方策の調査 

33 海上交通の低炭素化・利便性向上等総合事業の創設 
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政策目標９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 

34 観光地の魅力創出インフラ整備の推進 

35 宅地建物取引業・賃貸不動産管理業等に係る新規制度の導入 

36 人口減少の進展等を踏まえた土地管理の適正化の推進 

37 不動産市場の活性化のための情報基盤の構築 

38 建設業と地域の相互発展促進事業の実施 

39 建設業の施工力の強化 

40 都市部官民境界基本調査の創設 

41 都市再生街づくり支援調査の創設 

42 山村境界基本調査の創設 

政策目標 10  国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備 

43 集落生活安定化へ向けた中間支援業務の普及促進モデル事業の創設 

44 広域地方計画推進交付金（仮称）の創設 

45 広域自立成長推進事業（仮称）の創設 

政策目標 11 ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進 

46 運輸技術に関する総合的技術戦略プロセス推進に資する技術戦略ロードマップの構築 

47 地域交通ＩＴ基盤確立プログラムの推進 

政策目標 12 国際協力、連携等の推進 

48 アジア諸国を中心とした交通分野における気候変動対策の国際的な推進強化 

49 官民連携による海外交通プロジェクトの推進 

(注)  各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－①参照。 

 

また、その後に示された「平成 22年度予算編成の方針について」（平成 21年９月 29日閣

議決定）に基づく平成 22年度予算概算要求に当たり、以下の 40の施策を対象として、政策

アセスメント（事業評価方式）を実施し、その結果を 21年 11月 26日に「平成 22年度予算

概算要求等に係る政策アセスメント結果（事前評価書）」として公表。 

 

表 16－３－イ  政策アセスメントを実施した施策〈22 年度予算概算要求時（21年 11月公表）〉 
№ 評 価 対 象 施 策 

政策目標１ 少子・高齢化等に対応した住生活の安定の確保及び向上の促進 

１ 民間賃貸住宅の家賃債務保証業等の適正化・紛争処理の円滑化に係る支援制度の創設 

政策目標２ 良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 

２ 200海里海域の特性に応じた海洋マネジメントビジョンの策定 

３ 地域交通、物流の革新を促す新たな低炭素実用車両の開発促進 

４ 自動車運送事業者によるＣＯ２削減努力の評価手法、付加価値創出手法の開発 

５ 歴史的水辺環境改善下水道事業の創設 

政策目標４ 水害等災害による被害の軽減 

６ 緊急地震速報等の高度化 

７ 集中豪雨・局地的大雨対策の強化 

８ 地球温暖化に関する観測・監視体制の強化 

９ 下水道浸水被害軽減総合事業の強化 

10 都市機能保全型老朽管対策事業の創設 

11 砂防設備等の緊急改築制度の創設 

12 土砂災害に対する警戒避難体制の強化に関する制度の創設 

13 ゲリラ豪雨等に対しても安心して暮らせる「100㍉/ｈ安心プラン（仮称）」の策定 

14 
気候変動に伴う集中豪雨の激化に対応する河川整備及び流域対策の推進（流域治水対策河川事業
費補助の創設） 

15 地球温暖化に伴う海面上昇等への緊急的な適応策としての高潮・高波対策等の推進 

政策目標５ 安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 

16 運輸の安全性向上のための官民における戦略的取組の推進 

政策目標６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 

17 戦略物資を取扱う港湾施設の機能強化 

18 物流施設の耐震強化 

19 遠隔離島における活動拠点の整備 
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20 訪日外国人旅行者の受入環境整備事業 

政策目標７ 都市再生・地域再生等の推進 

21 停滞プロジェクト早期完了支援事業の創設 

22 低炭素都市基盤創造事業の創設 

政策目標８ 都市・地域交通等の快適性、利便性の向上 

23 生活支援機能の集積による駅機能高度化～コミュニティ・ステーション化～の推進 

24 外海離島等の運航費軽減等の実証調査 

25 海上交通の低炭素化・利便性向上等総合事業の創設 

政策目標９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 

26 観光地の魅力創出インフラ整備の推進 

27 宅地建物取引業・賃貸不動産管理業等に係る新規制度の導入 

28 人口減少の進展等を踏まえた土地管理の適正化の推進 

29 建設業新分野展開支援事業の実施 

30 建設業の施工力の強化 

31 都市部官民境界基本調査の創設 

32 都市再生街づくり支援調査の創設 

33 山村境界基本調査の創設 

政策目標 10  国土の総合的な利用、整備及び保全、国土に関する情報の整備 

34 集落生活安定化へ向けた中間支援業務の普及促進モデル事業の創設 

35 広域地方計画推進交付金（仮称）の創設 

36 広域自立成長推進事業（仮称）の創設 

政策目標 11 ＩＣＴの利活用及び技術研究開発の推進 

37 運輸技術に関する総合的技術戦略プロセス推進に資する技術戦略ロードマップの構築 

38 地域交通ＩＴ基盤確立プログラムの推進 

政策目標 12 国際協力、連携等の推進 

39 アジア諸国を中心とした交通分野における気候変動対策の国際的な推進強化 

40 官民連携による海外交通プロジェクトの推進 

(注)  各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－②参照。 

         

（２）「平成 21年度予算概算要求等に係る事前評価書」（平成 20年８月 25日公表）に、必要な修

正及び追加を行い、21年８月 31日に「平成 20年度政策アセスメント結果（評価書）」とし

て公表。 

   

表 16－３－ウ 政策アセスメントを実施した施策〈21年度予算概算要求時実施分の追加修正等〉 
№ 評 価 対 象 施 策 

政策目標２ 良好な生活環境、自然環境の形成、バリアフリー社会の実現 

１ 下水道未普及解消重点支援制度の創設 

２ 下水道施設を活用した新エネルギー対策の推進（新世代下水道支援事業制度の拡充） 

政策目標３ 地球環境の保全 

３ 低炭素型都市づくりの推進のための制度拡充 

４ 内航海運省エネ化促進調査事業 

５ 革新的な船舶の省エネルギー技術の研究開発の創設 

政策目標４ 水害等災害による被害の軽減 

６ 下水道浸水被害軽減総合事業の創設 

７ 下水道総合地震対策事業の創設 

８ 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令の一部を改正する政令案 

９ 建築基準法施行令の一部を改正する政令案（２件） 

10 高齢者の居住の安定確保に関する法律の一部を改正する法律案 

11 港則法及び海上交通安全法の一部を改正する法律案（７件） 

12 
特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法案（２
件） 

13 成田国際空港株式会社法の一部を改正する法律案（２件） 

(注) １ 当該公表は、「国土交通省政策評価実施要領～政策アセスメント・政策チェックアップ・政策レビューの実
施について～」（平成21年６月16日制定）Ⅱ３(３)に基づくものである。各評価対象政策の評価の結果及び
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その結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ   
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－③参照。 

２ №１～７は法令改正に関連するもの、№８～13は規制の事前評価に関連するものである。 
３ 表中の（ ）は、評価対象とした規制の新設又は改廃に係る政策において、発生する効果と負担の関係を分
析するのに適した評価の単位を計上。 

 

（３）規制の新設又は改廃（10件）に係る政策を対象として評価（事業評価方式）を実施し、そ

の結果を平成 21年６月 25日、平成 22年１月 27日、２月８日、２月 15日、２月 22日、３

月４日及び３月 24日に「規制の事前評価書」として公表。 

 

表 16－３－エ 規制を対象として事前評価した政策 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 
都市再生特別措置法施行令及び都市開発資金の貸付けに関する法律施行令の一部を改正する政
令案 

２ 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律等の一部を改正する法律案 

３ 
排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用の促進のための低潮線の保全及び拠点施設の整備等
に関する法律案 

４ 航空法の一部を改正する法律案（３件） 

５ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律の一部を改正する法律案 

６ 
賃借人の居住の安定を確保するための家賃債務保証業の業務の適正化及び家賃等の取立て行為
の規制等に関する法律案 

７ 国際海陸一貫運送コンテナの自動車運送の安全確保に関する法律案 

８ 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律施行令の一部を改正する政令案 

(注) １ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－④参照。 

２ 表中の（ ）は、評価対象とした規制の新設又は改廃に係る政策において、発生する効果と負担の関係を分
析するのに適した評価の単位を計上。 

 

（４）平成 22 年度予算概算要求に当たって、個別箇所で予算内示を予定している事業に係る 18

事業を対象として新規事業採択時評価（事業評価方式）を実施し、その結果を 21年８月 31

日に「平成 22年度予算概算要求に係る個別公共事業評価書」として公表。 

 

表 16－３－オ 新規事業採択時評価を実施した個別公共事業〈22 年度予算概算要求時（21 年
８月公表）〉 

№ 事 業 区 分 件 数 

１ ダム事業 
直轄事業等 １ 

補助事業 １ 

２ 海岸事業 直轄事業 １ 

３ 港湾整備事業 直轄事業 ３ 

４ 空港整備事業 直轄事業 １ 

５ 船舶建造事業 ６ 

６ 海上保安官署施設整備事業 ５ 

計 18 
(注) １ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ

(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑤参照。 
２ №１～４は公共事業関係費、№５及び６はその他施設費に係るものである。 

 

また、その後に示された「平成 22年度予算編成の方針について」（平成 21年９月 29日閣

議決定）に基づく平成 22年度予算概算要求に当たり、上記事業のうちの１事業を対象として

新規事業採択時評価（事業評価方式）を実施し、21年 11月 26日に「平成 22年度予算概算

要求に係る個別公共事業評価書（その２）」として公表。 
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表 16－３－カ 新規事業採択時評価を実施した個別公共事業〈22 年度予算概算要求時（21 年
11月公表）〉 

№ 事 業 区 分 件 数 

１ 船舶建造事業 １ 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑥参照。 

 

（５）平成 21 年度補正予算に係る評価として、61事業を対象として新規事業採択時評価（事業

評価方式）を実施し、その結果を 21年８月 31日に「平成 21年度予算に係る個別公共事業の

評価書」として公表。 

 

表 16－３－キ 新規事業採択時評価を実施した個別公共事業〈21 年度補正予算に係る事業〉 
№ 事 業 区 分 件 数 

１ 砂防事業等 補助事業等 17 

２ 海岸事業 補助事業等 19 

３ 道路・街路事業 直轄事業等 ４ 

４ 港湾整備事業 
直轄事業 ８ 

補助事業等 ２ 

５ 空港整備事業 直轄事業 １ 

６ 都市・幹線鉄道整備事業 補助事業等 ２ 

７ 官庁営繕事業 ４ 

８ 船舶建造事業 ３ 

９ 海上保安官署施設整備事業 １ 

計 61 
(注) １ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ

(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑦参照。 
２ №１～６は公共事業関係費、№７～９はその他施設費に係るものである。 

 

（６）平成 22 年度予算に向けた評価として、直轄事業等について、個別箇所で予算決定された事

業を含め、10事業を対象として新規事業採択時評価（事業評価方式）を実施し、その結果を

平成 22 年２月１日に「個別公共事業の評価書－平成 21年度－」として公表。 

 

表 16－３－ク 新規事業採択時評価を実施した個別公共事業〈22 年度予算に向けた事業（直 
轄事業等）〉 

№ 事 業 区 分 件 数 

１ 港湾整備事業 直轄事業 １ 

２ 空港整備事業 直轄事業 １ 

３ 官庁営繕事業 ２ 

４ 船舶建造事業 ５ 

５ 海上保安官署施設整備事業 １ 

計 10 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑧参照。 

２ №１及び２は公共事業関係費、№３～５はその他施設費に係るものである。 

 

（７）平成 22 年度予算に向けた評価として、補助事業等について、55事業を対象として新規事

業採択時評価（事業評価方式）を実施し、その結果を 22年３月 26日に「個別公共事業の評

価書－平成 21年度－（その２）」として公表。 
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表 16－３－ケ 新規事業採択時評価を実施した個別公共事業〈22 年度予算に向けた事業（補
助事業等）〉 

№ 事 業 区 分 件 数 

１ 河川事業 補助事業等 ２ 

２ 都市・幹線鉄道整備事業 補助事業 15 

３ 鉄道防災事業 補助事業 26 

４ 住宅市街地総合整備事業 ６ 

５ 都市公園事業 補助事業 １ 

６ 離島振興特別事業  １ 

７ 奄美群島振興開発事業 １ 

８ 小笠原諸島振興開発事業 ３ 

計 55 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑨参照。 

２ №１～５は公共事業関係費、№６～８はその他施設費に係るものである。 
 

（８）新規課題として開始しようとする 36の個別研究開発課題を対象として事前評価（事業評価

方式）を実施し、その結果を平成 21年８月 31日に「平成 22年度予算概算要求に係る個別研

究開発課題評価書」として公表。 

 

表 16－３－コ 事前評価を実施した個別研究開発課題〈22 年度予算概算要求時（21年８月公 
表）〉 

№ 評 価 対 象 研 究 開 発 課 題 

１ 社会資本の予防保全的管理のための点検・監視技術の開発 

２ 地震動情報の高度化に対応した建築物の耐震性能評価技術の開発 

３ 美しいまちづくりに向けた公共事業の景観創出の効果分析に関する研究 

４ 気候変動下での大規模水災害に対する施策群の設定･選択を支援する基盤技術の開発 

５ 道路ネットワークの連結信頼性を考慮した道路構造物の補修優先順位付けに関する研究 

６ 密集市街地における協調的建て替えルールの策定支援技術の開発 

７ 住宅種別に応じたエネルギー消費性能評価法の開発 

８ 建築実務の円滑化に資する構造計算プログラムの技術基準に関する研究 

９ 伝統的技術を適用した木造建築物の耐久性向上に関する研究 

10 アジア国際フェリー輸送の拡大に対応した輸送円滑化方策に関する研究 

11 物流の効率性と両立した国際輸送保安対策のあり方に関する研究 

12 ひずみ集中帯の地殻変動特性に関する研究 

13 世界測地系における国内位置基準の監視の高度化に関する研究 

14 ＧＰＳによる地殻変動監視の信頼性向上のための大気擾乱の影響評価に関する研究 

15 地震災害緊急対応のための地理的特性から想定した被害情報の提供に関する研究 

16 変色水を用いた海域火山の観測研究 

17 都市における合理的な地下空間創造技術およびその耐震性能評価に関する研究 

18 太陽エネルギーを有効利用できる新規オゾン・光触媒水処理システムの開発 

19 地震による斜面崩壊予測とそれによる家屋・道路被害推計の統合システムの開発 

20 次世代無線技術の利用による低コストで安定性の高い道路情報通信システムの開発 

21 低炭素社会に向けた快適生活空間を創造するスギ間伐材を活用した耐火軸組構法技術の開発 

22 下水道システムの地震被害応急復旧戦略シミュレータの開発 

23 土木事業での木材活用による温暖化防止対策への貢献 

24 既存木造学校施設の耐震補強方法の開発 

25 雨天時における衛生学的安全性と水環境保全を目指した新しい都市排水処理技術の開発 

26 建設対象物形状の３次元座標数値化技術の開発 

27 土砂災害の２次被害を防止するための安価で迅速に設置できる監視装置の開発 

28 高品質盛土を保証する施工管理技術に関する研究 

29 地理空間情報の流通プラットフォーム技術開発による建設生産プロセスの効率化 

30 三次元サブミリメートル変位計測による遠隔観測型崖崩れ前兆検出システムの開発 

31 
建設ＩＣＴにおける Image Based Communications Tool（情報共有プラットフォーム）の研究開
発 
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32 腐食劣化の生じた実橋梁部材を活用した鋼トラス橋の耐荷性能評価手法に関する研究 

33 構造物現況形状データと設計データを用いた品質確保と施工支援に関する技術の開発 

34 構造物の表層強度分布測定装置および含浸強化剤の開発研究 

35 光ファイバセンシングによる広域社会基盤施設の高精度変状監視システムの開発 

36 メカニカル亀裂ストッパーを用いた鋼橋の緊急・応急補修技術の開発 

(注)  各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑩参照。 

 

また、その後に示された「平成 22年度予算編成の方針について」（平成 21年９月 29日閣

議決定）に基づく平成 22年度概算要求に当たり、上記個別研究開発課題のうちの２の個別研

究開発課題を対象として事前評価（事業評価方式）を実施し、21年 11月 26日に「平成 22

年度予算概算要求に係る個別研究開発課題評価書（その２）」として公表。 

 

表 16－３－サ 事前評価を実施した個別研究開発課題〈22 年度予算概算要求時（21年 11 月公 
表）〉 

№ 評 価 対 象 研 究 開 発 課 題 

１ アジア国際フェリー輸送の拡大に対応した輸送円滑化方策に関する研究 

２ 物流の効率性と両立した国際輸送保安対策のあり方に関する研究 
(注)  各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ

(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑪参照。 

 

また、平成 22年度概算要求に当たり内容が明らかになった課題を含めた 35の個別研究開

発課題を対象として事前評価（事業評価方式）を実施し、22年３月 29日に「個別研究開発

課題の評価書－平成 21年度－」として公表。 

 

表 16－３－シ 事前評価を実施した個別研究開発課題〈21 年度末実施〉 

№ 評 価 対 象 研 究 開 発 課 題 

１ 社会資本の予防保全的管理のための点検・監視技術の開発 

２ 地震動情報の高度化に対応した建築物の耐震性能評価技術の開発 

３ 美しいまちづくりに向けた公共事業の景観創出の効果分析に関する研究 

４ 気候変動下での大規模水災害に対する施策群の設定･選択を支援する基盤技術の開発 

５ 密集市街地における協調的建て替えルールの策定支援技術の開発 

６ 住宅種別に応じたエネルギー消費性能評価法の開発 

７ 建築実務の円滑化に資する構造計算プログラムの技術基準に関する研究 

８ アジア国際フェリー輸送の拡大に対応した輸送円滑化方策に関する研究 

９ 物流の効率性と両立した国際輸送保安対策のあり方に関する研究 

10 グリーンＩＴＳの研究開発 

11 ３次元データを用いた設計、施工、維持管理の高度化に関する研究 

12 ひずみ集中帯の地殻変動特性に関する研究 

13 世界測地系における国内位置基準の監視の高度化に関する研究 

14 ＧＰＳによる地殻変動監視の信頼性向上のための大気擾乱の影響評価に関する研究 

15 地震災害緊急対応のための地理的特性から想定した被害情報の提供に関する研究 

16 都市における合理的な地下空間創造技術およびその耐震性能評価に関する研究 

17 太陽エネルギーを有効利用できる新規オゾン・光触媒水処理システムの開発 

18 地震による斜面崩壊予測とそれによる家屋・道路被害推計の統合システムの開発 

19 次世代無線技術の利用による低コストで安定性の高い道路情報通信システムの開発 

20 低炭素社会に向けた快適生活空間を創造するスギ間伐材を活用した耐火軸組構法技術の開発 

21 下水道システムの地震被害応急復旧戦略シミュレータの開発 

22 土木事業での木材活用による温暖化防止対策への貢献 

23 既存木造学校施設の耐震補強方法の開発 

24 雨天時における衛生学的安全性と水環境保全を目指した新しい都市排水処理技術の開発 

25 建設対象物形状の３次元座標数値化技術の開発 
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26 土砂災害の２次災害を防止するための安価で迅速に設置できる監視装置の開発 

27 高品質盛土を保証する施工管理技術に関する研究 

28 地理空間情報の流通プラットフォーム技術開発による建設生産プロセスの効率化 

29 三次元サブミリメートル変位計測による遠隔観測型崖崩れ前兆検出システムの開発 

30 
建設ＩＣＴにおける Image Based Communications Tool（情報共有プラットフォーム）の研究開
発 

31 腐食劣化の生じた実橋梁部材を活用した鋼トラス橋の耐荷性能評価手法に関する研究 

32 構造物現況形状データと設計データを用いた品質確保と施工支援に関する技術の開発 

33 構造物の表層強度分布測定装置および含浸強化剤の開発研究 

34 光ファイバセンシングによる広域社会基盤施設の高精度変状監視システムの開発 

35 メカニカル亀裂ストッパーを用いた鋼橋の緊急・応急補修技術の開発 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑫参照。 

 

 

２ 事後評価 

 

（１）所掌するすべての政策について、別表のとおり体系化した上で、毎年度評価を実施。 

46 の施策目標に係る政策を対象に政策チェックアップ（実績評価方式）を実施し、その結

果を平成 21年８月 31日に「平成 20年度政策チェックアップ評価書」として公表。 

    

表 16－３－ス 政策チェックアップを実施した政策 

№ 評 価 対 象 政 策  評価結果の反映状況 

１ 
居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成
を図る 

改善・見直し 

２ 住宅の取得・賃貸・管理・修繕が円滑に行われる住宅市場を整備する 改善・見直し 

３ 総合的なバリアフリー化を推進する 改善・見直し 

４ 
海洋・沿岸域環境や港湾空間の保全・再生・形成、海洋廃棄物処理、
海洋汚染防止を推進する 

引き続き推進 

５ 快適な道路環境等を創造する 改善・見直し 

６ 水資源の確保、水源地域活性化等を推進する 引き続き推進 

７ 良好で緑豊かな都市空間の形成、歴史的風土の再生等を推進する 改善・見直し 

８ 
良好な水環境・水辺空間の形成・水と緑のネットワークの形成、適正
な汚水処理の確保、下水道資源の循環を推進する 

改善・見直し 

９ 地球温暖化防止等の環境の保全を行う 改善・見直し 

10 
自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通
信体制を充実する 

改善・見直し 

11 住宅・市街地の防災性を向上する 改善・見直し 

12 水害・土砂災害の防止・減災を推進する 改善・見直し 

13 津波・高潮・侵食等による災害の防止・減災を推進する 改善・見直し 

14 
公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハイジャック・航空機テロ
防止を推進する 

改善・見直し 

15 道路交通の安全性を確保・向上する 改善・見直し 

16 住宅・建築物の安全性の確保を図る 引き続き推進 

17 自動車事故の被害者の救済を図る 引き続き推進 

18 自動車の安全性を高める 引き続き推進 

19 船舶交通の安全と海上の治安を確保する 引き続き推進 

20 
海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、
安定的な国際海上輸送の確保を推進する 

改善・見直し 

21 観光立国を推進する 改善・見直し 

22 景観に優れた国土・観光地づくりを推進する 引き続き推進 

23 国際競争力・地域の自立等を強化する道路ネットワークを形成する 引き続き推進 

24 整備新幹線の整備を推進する 引き続き推進 
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25 航空交通ネットワークを強化する 引き続き推進 

26 都市再生・地域再生を推進する 改善・見直し 

27 流通業務立地等の円滑化を図る 引き続き推進 

28 集約型都市構造を実現する 引き続き推進 

29 鉄道網を充実・活性化させる 引き続き推進 

30 地域公共交通の維持・活性化を推進する 改善・見直し 

31 都市・地域における総合交通戦略を推進する 引き続き推進 

32 道路交通の円滑化を推進する 引き続き推進 

33 社会資本整備・管理等を効果的に推進する 引き続き推進 

34 不動産市場の整備や適正な土地利用のための条件整備を推進する 改善・見直し 

35 建設市場の整備を推進する 引き続き推進 

36 市場・産業関係の統計調査の整備・活用を図る 引き続き推進 

37 地籍の整備等の国土調査を推進する 改善・見直し 

38 海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保等を図る 改善・見直し 

39 総合的な国土形成を推進する 引き続き推進 

40 
国土の位置・形状を定めるための調査及び地理空間情報の整備・活用
を推進する 

引き続き推進 

41 離島等の振興を図る 改善・見直し 

42 北海道総合開発を推進する 引き続き推進 

43 技術研究開発を推進する 引き続き推進 

44 情報化を推進する 引き続き推進 

45 国際協力、連携等を推進する 引き続き推進 

46 環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整備・保全を推進する 引き続き推進 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑬参照。 

 

   また、以下の３事業（成果重視事業）を対象として政策チェックアップ（実績評価方式）を

実施し、その結果を平成 21 年８月 31 日に「平成 20 年度政策チェックアップ評価書」として

公表。 

   

表 16－３－セ 政策チェックアップを実施した政策（成果重視事業） 

№ 評 価 対 象 政 策 評価結果の反映状況 

１ 
自動車分野のＣＯ２排出量評価プログラムの構築（ＣＯ２排出量予測の
誤差） 

― 

２ 
自動車事故の情報収集の強化と情報分析システムの構築事業（①自動
車事故報告規則に基づく自動車事故報告対象事故の報告件数の増加、
②自動車事故報告書作成時間の短縮） 

― 

３ 
宅地建物取引業免許等電子申請システム構築事業（①宅地建物取引業
の免許等電子申請率、②システムの満足度） 

引き続き推進 

(注) １  各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑭参照。 

    ２ №１及び２は、事業の最終年度を迎えたものである。 

 

（２）５つのテーマを対象として政策レビュー（総合評価方式）を実施し、その結果を平成 21年

11 月 26日及び 22年３月 29日に「平成 21年度政策レビュー結果（評価書）」として公表。 

    

表 16－３－ソ 政策レビューを実施した政策 

№ 評 価 対 象 政 策  評価結果の反映状況 

１ 住宅・建築物の耐震化の促進 引き続き推進 

２ 第５次国土調査事業十箇年計画 引き続き推進 

３ 総合的な水害対策 引き続き推進 

４ 住宅分野における市場重視施策 引き続き推進 
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５ 総合物流施策大綱（2005-2009） 引き続き推進 

(注)  各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑮参照。 

 

   また、以下の 11のテーマについては、政策レビュー（総合評価方式）を実施中であり、平

成 22 年度内に評価結果を取りまとめる予定。 

 

表 16－３－タ 政策レビューを実施中の政策 

№ 評 価 対 象 政 策 

１ 運輸安全マネジメント評価 

２ 道路交通の安全施策 

３ 観光立国の実現 

４ 申請・届出等手続きのオンライン利用の促進 

５ ＬＲＴ等の都市交通整備のまちづくりへの効果 

６ 都市再生の推進 

７ 住生活基本計画（全国計画） 

８ 住宅・建築物の耐震化の促進 

９ 鉄道の安全施策 

10 港湾の大規模地震対策 

11 緊急地震速報の利用の拡大 

 

（３）平成 21年度予算に係る評価として、道路関係予算を配分・執行する事業を対象に再評価（事

業評価方式）を実施し、14事業について「個別公共事業の評価書（その２）」として 21年７

月７日に、３事業について「個別公共事業の評価書（その３）」として 21年７月 14日に、１

事業について「個別公共事業の評価書（その４）」として 21年７月 28日にそれぞれその結果

を公表。 

 

表 16－３－チ 再評価を実施した個別公共事業〈21 年度予算（道路関係予算を配分・執行す
る事業）に係る評価〉 

№ 事 業 区 分 件 数 評価結果の反映状況 

１ 道路・街路事業（直轄事業等） 

14 改善・見直し 

３ 
改善・見直し（２件） 
廃止・休止・中止（１件） 

１ 改善・見直し 

計 18 ― 

 (注)  各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑯参照。 

 

（４）平成 22年度予算概算要求に当たって、個別箇所で予算内示を予定している事業に係る９事

業を対象として再評価（事業評価方式）を実施し、その結果を 21年８月 31日に「平成 22年

度予算概算要求に係る個別公共事業評価書」として公表。 

 

表 16－３－ツ 再評価を実施した個別公共事業〈22年度予算概算要求時実施〉 

№ 事 業 区 分 件 数 評価結果の反映状況 

１ ダム事業 
直轄事業等 ８ 

引き続き推進（７件） 
廃止・休止・中止（１件） 

補助事業 
１ 

[評価手続中：17] 
引き続き推進 
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計 
９ 

[評価手続中：17] 
― 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑰参照。 

 

（５）平成 15、19及び 20年度国土交通省事後評価実施計画に基づき、評価手続中となっていた

個別公共事業５事業を対象として再評価（事業評価方式）を実施し、その結果を 21年８月

31 日に「平成 22年度予算概算要求に係る個別公共事業評価書」として公表。 

   
表 16－３－テ 評価手続中となっていた個別公共事業について再評価を実施したもの 
№ 事 業 区 分 件 数 評価結果の反映状況 

１ ダム事業 補助事業 

15 年度評価：２ 
[評価手続中：２] 

廃止・休止・中止 

19 年度評価：１ 引き続き推進 

20 年度評価：２ 
[評価手続中：３] 

廃止・休止・中止 

計 
         ５ 

[評価手続中：５] 
― 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑱参照。 

 

（６）平成 21年度補正予算に係る評価として、８事業を対象として再評価（事業評価方式）を実

施し、その結果を 21年８月 31日に「平成 21年度予算に係る個別公共事業の評価書」として

公表。 

 

表 16－３－ト 再評価を実施した個別公共事業〈21 年度補正予算に係る事業〉 
№ 事 業 区 分 件 数 評価結果の反映状況 

１ 道路・街路事業 直轄事業等 ８ 引き続き推進 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－⑲参照。 

 

（７）平成 22 年度予算に向けた評価として、直轄事業等について、個別箇所で予算決定された事

業を含め、184事業を対象として再評価（事業評価方式）を実施し、その結果を 22年２月１

日に「個別公共事業の評価書－平成 21年度－」として公表。 

 

表 16－３－ナ 再評価を実施した個別公共事業〈22年度予算に向けた事業（直轄事業等）〉 
№ 事 業 区 分 件 数 評価結果の反映状況 

１ 河川事業 直轄事業 59 引き続き推進  

２ 砂防事業等 直轄事業 14 引き続き推進 

３ 海岸事業 直轄事業 ２ 引き続き推進 

４ 道路・街路事業 直轄事業等 87 
引き続き推進（85件） 
改善・見直し（２件） 

５ 港湾整備事業 直轄事業 13 引き続き推進 

６ 都市公園事業 直轄事業 １ 引き続き推進 

７ ダム事業 直轄事業等 ８ 
引き続き推進（７件） 
廃止・休止・中止（１件） 

計 184 ― 

(注)  各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－○20参照。 
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（８）平成 22 年度予算に向けた評価として、補助事業等について、63事業を対象として再評価

（事業評価方式）を実施し、その結果を 22年３月 26日に「個別公共事業の評価書－平成 21

年度－（その２）」として公表。 

 

表 16－３－ニ 再評価を実施した個別公共事業〈22年度予算に向けた事業（補助事業等）〉 
№ 事 業 区 分 件 数 評価結果の反映状況 

１ 河川事業 直轄事業 ４ 引き続き推進 

２ ダム事業 補助事業 
11 

[評価手続中：２] 
引き続き推進 

３ 道路・街路事業 補助事業等 15 
引き続き推進（13件） 
改善・見直し（２件） 

４ 港湾整備事業 補助事業等 11 
引き続き推進（10件） 
廃止・休止・中止（１件） 

５ 都市再生推進事業 ３ 引き続き推進 

６ 住宅市街地基盤整備事業 
19 

[評価手続中：３] 
引き続き推進（18件） 
改善・見直し（１件） 

計 
63 

[評価手続中：５] 
― 

(注)  各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－○21参照。 

 

（９）平成 15、18、19及び 20年度国土交通省事後評価実施計画に基づき、評価手続中となって

いた個別公共事業６事業を対象として再評価（事業評価方式）を実施し、その結果を 22 年３

月 26 日に「個別公共事業の評価書－平成 21年度－（その２）」として公表。 

 

表 16－３－ヌ 評価手続中となっていた個別公共事業について再評価を実施したもの 
№ 事 業 区 分 件 数 評価結果の反映状況 

１ ダム事業 

補助事業等 
15 年度評価：２ 

[評価手続中：２] 
廃止・休止・中止 

補助事業 
19 年度評価：１ 引き続き推進 

20 年度評価：２ 
[評価手続中：３] 

廃止・休止・中止 

２ 港湾整備事業 補助事業等 

18 年度評価：１ 廃止・休止・中止 

[評価手続中： 
20 年度評価１] 

― 

計 
         ６ 

[評価手続中：６] 
― 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－○22参照。 

 

（10）事業完了後の一定期間（５年以内）が経過した 94事業を対象として完了後の事後評価（事

業評価方式）を実施し、その結果を平成 22年３月 26日に「個別公共事業の評価書－平成 21

年度－（その２）」」として公表。 

 

表 16－３－ネ 完了後の事後評価を実施した個別公共事業    

№ 事 業 区 分 件 数 

１ 河川事業 直轄事業 19 

２ ダム事業 直轄事業等 11 

３ 砂防事業等 
直轄事業 １ 

補助事業 ４ 
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４ 海岸事業 補助事業 １ 

５ 道路・街路事業 
直轄事業等 27 

補助事業等 ２ 

６ 港湾整備事業 直轄事業 15 

７ 空港整備事業 直轄事業等 １ 

８ 都市・幹線鉄道整備事業 ６ 

９ 航路標識整備事業 １ 

10 官庁営繕事業 ６ 

計 94 

(注)１ 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－○23参照。 

２ №１～９は公共事業関係費、№10はその他施設費に係るものである。 

 

（11）研究期間が５年以上の個別研究開発課題１課題を対象として中間評価（事業評価方式）を

実施し、その結果を平成 22年３月 29日に「個別研究開発課題の評価書－平成 21年度－」と

して公表。 

 

表 16－３－ノ 中間評価を実施した個別研究開発課題         

№ 評 価 対 象 研 究 開 発 課 題 評価結果の反映状況 

１ 
マグマ活動の定量的把握技術の開発とそれに基づく火山活動度判定
の高度化に関する研究 

引き続き推進 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－○24参照。 

 

（12）研究期間が終了した個別研究開発課題 30課題を対象として終了時評価（事業評価方式）を

実施し、その結果を平成 22年３月 29日に「個別研究開発課題の評価書－平成 21年度－」と

して公表。 

 

表 16－３－ハ 終了時評価を実施した個別研究開発課題 

№ 評 価 対 象 研 究 開 発 課 題 

１ 高強度鋼等の革新的構造材料を用いた新構造建築物の性能評価手法の開発 

２ 磁気エネルギー回生スイッチによる照明の省エネ省資源 

３ 
高性能分離膜とガスエンジンによる下水汚泥バイオガスからの低コストエネルギー生産技術の開
発 

４ 大規模集客施設内部の非構造材の落下安全評価法の開発 

５ 集合住宅の劣化診断及び蘇生技術適用に資するナレッジベースの研究開発 

６ 流域エコロジカル・ネットワーク再生による健全な生態系の保全 

７ 革新的材料を用いた社会基盤施設の再構築 

８ 光触媒を用いた干潟および運河等におけるダイオキシン類を含む有害物質の除去に関する研究 

９ コンクリート構造物の無振動・無騒音解体技術の開発 

10 バイオセンサーによる室内空気質の毒性評価に関する研究 

11 途上国に適用可能な超省エネ型の新規下水処理システムの創成 

12 京都特有の自然素材を活用した低環境負荷・資源循環型木造住宅の開発 

13 革新的音響モニタリング技術を用いた次世代河川流量測定システムの開発 

14 住宅に対する建物被害調査・再建支援統合パッケージの開発 

15 首都圏震災時における帰宅困難者・ボランティアと地域住民・自治体との協働による減災研究 

16 膜張力測定装置の開発 

17 緊急・代替輸送支援システムの開発 

18 ナノテクノロジーを活用したアルミニウム合金の研究開発 

19 地域活動と協働する水循環健全化に関する研究 

20 地域被害推定と防災事業への活用に関する研究 

21 地方都市再生に向けたＬＲＴ活用方策に関する研究 
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22 下水道管渠の適正な管理手法に関する研究 

23 建築基準の性能規定化の一層の推進のための建築材料等の性能表示・認証システムに関する研究 

24 災害時要援護者向け緊急情報発信マルチプラットフォームの開発 

25 東アジア経済連携時代の国際物流ネットワークとインフラ整備政策に関する研究 

26 ＧＰＳ時系列データに含まれる季節的変動誤差の補正モデル構築に関する研究 

27 緊急防災情報としての震源断層即時推定手法の開発に関する研究 

28 ＳＡＲ衛星の位置情報の高精度化を通じた地盤変動抽出の高度化に関する研究 

29 高密度地形データを用いた斜面崩壊予測のための大縮尺地形分類手法の開発 

30 東海地震の予測精度向上及び東南海・南海地震の発生準備過程の研究 

(注) 各評価対象政策の評価の結果及びその結果の政策への反映状況については、総務省ホームページ
(http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/28230_2.html)の表16－４－○25参照。 
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※　この政策体系は、平成21年度における評価に係るもの

28  クリーンエネルギー自動車の普及台数

23　湿地・干潟の再生の割合（港湾）

24　廃棄物を受け入れる海面処分場の残余確保年数

25  三大湾において底質改善が必要な区域のうち改善した割合

５　快適な道路環境等を創造する 26　建設機械から排出されるＮＯｘ・ＰＭの削減量(①ＰＭ、②ＮＯｘ）

27　市街地の幹線道路の無電柱化率

15　バリアフリー化された路外駐車場の割合

16　高齢者（65歳以上の者）の居住する住宅のバリアフリー化率
（①一定のバリアフリー化、②高度のバリアフリー化）

17　共同住宅のうち、道路から各戸の玄関まで車椅子・ベビーカー
で通行可能な住宅ストックの比率

18　不特定多数の者等が利用する一定の建築物（新築）のうち誘
導的なバリアフリー化の基準に適合する割合

19　ＩＣカードが導入されたバス車両数

４　海洋･沿岸域環境や港湾空
間の保全･再生･形成､海洋廃
棄物処理､海洋汚染防止を推
進する

20　我が国の沿岸に重大な被害を及ぼす海洋汚染等の件数

21  水辺の再生の割合（海岸）

22　油流出事故を起こした船舶の保険未加入隻数

９　公共施設等のバリアフリー化率（①特定道路におけるバリアフ
リー化率、②段差解消をした旅客施設の割合、③視覚障害者誘導
用ブロックを整備した旅客施設の割合、④不特定多数の者等が利
用する一定の建築物のバリアフリー化率）

10　低床バス車両・ノンステップバス車両の導入割合及び福祉タク
シーの導入数（①低床バス車両、②ノンステップバス車両、③福祉
タクシー）

11　バリアフリー化された鉄軌道車両、旅客船、航空機の割合（①
鉄軌道車両、②旅客船、③航空機）

12  交通アドバイザー会議における意見への対応件数

13  ハード対策を支えるソフト対策としてのバリアフリー教室の参加
人員

14　園路及び広場、駐車場、便所がバリアフリー化された都市公園
の割合（①園路及び広場、②駐車場、③便所）

３　住宅の利活用期間（①滅失住宅の平均築後年数、②住宅の滅失率）

４　リフォーム実施戸数の住宅ストック戸数に対する割合

５　既存住宅の流通シェア

６　25年以上の長期修繕計画に基づく修繕積立金額を設定してい
る管理組合の割合

７　新築住宅における住宅性能表示の実施率

２　良好な生活環境、
自然環境の形成、バ
リアフリー社会の実現

３　総合的なバリアフリー化を
推進する

８　主要な駅などを中心に連続したバリアフリー化を行う重点整備
地区の総面積

政策体系（国土交通省）

政策目標 施策目標 業績指標

○　暮らし・環境

１　少子・高齢化等に
対応した住生活の安
定の確保及び向上の
促進

１　居住の安定確保と暮らしや
すい居住環境・良質な住宅ス
トックの形成を図る

１　最低居住面積水準未満率

２　子育て世帯における誘導居住面積水準達成率（①全国、②大都市圏）

２　住宅の取得・賃貸・管理・修
繕が円滑に行われる住宅市場
を整備する

別表
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62　内海・内湾を対象としたきめ細かい高潮・高波の予測対象海域数

63　防災地理情報を提供するホームページへのアクセス件数

58  地区・街区レベルにおける包括的な都市環境対策に取り組ん
でいる都市数

○　安全

４　水害等災害による
被害の軽減

10　自然災害による被害を軽
減するため、気象情報等の提
供及び観測・通信体制を充実
する

59　一定水準の防災情報伝達が可能な事務所等の数

60　台風中心位置予報の精度

61　地震発生から地震津波情報発表までの時間

52　環境ポータルサイトへのアクセス件数

53　建設廃棄物の再資源化・縮減率及び建設発生土の有効利用
率（①アスファルト・コンクリート塊、②コンクリート塊、③建設発生木
材（再資源化等率）、④建設汚泥、⑤建設混合廃棄物、⑥建設発生
土）

54　住宅、建築物の省エネルギー化(①一定の省エネルギー対策を
講じた住宅ストックの比率、②新築住宅における次世代省エネ基準
（平成11年基準）達成率、③一定の新築建築物における次世代省
エネ基準（平成11年基準）達成率)

55　重量車の平均燃費向上率（平成14年度比）

56　陸上電源設備の規格が適用できる船舶の種類の数

57　モーダルシフトに関する指標（①トラックから鉄道コンテナ輸送
にシフトすることで増加する鉄道コンテナ輸送量、②トラックから海
上輸送へシフトすることで増加する海上輸送量（自動車での輸送が
容易な貨物（雑貨）量））

48　都市空間形成河川整備率

49　かわまちづくり整備自治体数

３　地球環境の保全 ９　地球温暖化防止等の環境
の保全を行う

50　特定輸送事業者の省エネ改善率

51　国土交通分野におけるＣＤＭ承認累積件数

42　下水道バイオマスリサイクル率

43　水辺の再生の割合（河川）

44　湿地・干潟の再生の割合（河川）

45　河川・湖沼・閉鎖性海域における汚濁負荷削減率（①河川、②
湖沼、③閉鎖性海域）

46  自然体験活動拠点数

47　地域に開かれたダム、ダム湖活用者数

８　良好な水環境・水辺空間の
形成・水と緑のネットワークの
形成、適正な汚水処理の確
保、下水道資源の循環を推進
する

37　生物多様性の確保に資する良好な樹林地等の自然環境を保
全・創出する公園・緑地

38　汚水処理人口普及率

39　下水道処理人口普及率

40　良好な水環境創出のための高度処理実施率

41　合流式下水道改善率

７　良好で緑豊かな都市空間
の形成、歴史的風土の再生等
を推進する

33　歩いていける身近なみどりのネットワーク率

34　1人当たり都市公園等面積

35　都市域における水と緑の公的空間確保量

36　全国民に対する国営公園の利用者数の割合

６　水資源の確保、水源地域活
性化等を推進する

29　渇水影響度

30　世界的な水資源問題に対応するための国際会議への開催及
び参加件数

31　地下水採取目標量の達成率

32　水源地域整備計画の完了の割合
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90　ハザードマップを作成・公表し、防災訓練等を実施した市町村
の割合（津波・高潮）

91　地震時に河川、海岸堤防等の防護施設の崩壊による水害が発
生する恐れのある地域の面積（海岸）

92　老朽化対策が実施されている海岸保全施設の割合

93　浸食海岸において、現状の汀線防護が完了していない割合

94　総合的な土砂管理に基づき土砂の流れが改善された数（海
岸）

84　近年発生した床上浸水の被害戸数のうち未だ床上浸水の恐れ
がある戸数

85  河川管理施設の長寿命化率

86  総合的な土砂管理に基づき土砂の流れが改善された数（河川）

87　河川の流量不足解消指数

88　建設機械等調達支援ネットワークに登録する民間団体等の数

13　津波・高潮・侵食等による
災害の防止・減災を推進する

89　津波・高潮による災害から一定の水準の安全性が確保されて
いない地域の面積

78　土砂災害特別警戒区域指定率

79　地震時に河川、海岸堤防等の防護施設の崩壊による水害が発
生する恐れのある地域の面積（河川）

80　ハザードマップを作成・公表し、防災訓練等を実施した市町村
の割合（洪水）

81　ハザードマップを作成・公表し、防災訓練等を実施した市町村
の割合（土砂）

82　高度な防災情報基盤を整備した水系の割合

83  リアルタイム火山ハザードマップ整備率

73　多数の者が利用する一定の建築物及び住宅の耐震化率（①建
築物、②住宅）

12　水害・土砂災害の防止・減
災を推進する

74　洪水による氾濫から守られる区域の割合

75　中枢・拠点機能を持つ地域で床上浸水の恐れがある戸数

76　土砂災害から保全される人口

77　土砂災害から保全される人命保全上重要な施設数

67　下水道による都市浸水対策達成率（①全体、②重点地区）

68　地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善
すべき密集市街地（約8,000ha）のうち最低限の安全性が確保され
る市街地の割合

69　地震時に滑動崩落による重大な被害の可能性のある大規模
盛土造成地が存在する地方公共団体のうち、宅地ハザードマップ
を作成・公表し、住民に対して情報提供を実施した地方公共団体の
割合

70　防災拠点と処理場を結ぶ下水管きょの地震対策実施率

71　ハザードマップを作成・公表し、防災訓練等を実施した市町村
の割合（内水）

72　下水道施設の長寿命化計画策定率

11　住宅・市街地の防災性を
向上する

64　良好な環境を備えた宅地整備率

65　防災性の向上を目的としたまちづくりのための事業が行われた
市街地等の面積

66　一定水準の防災機能を備えるオープンスペースが一箇所以上
確保された大都市の割合
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130  船舶航行のボトルネック解消率

131  国内海上貨物輸送コスト低減率

132  地方圏と東アジアとの港湾取扱貨物量

124　マラッカ・シンガポール海峡において航路を閉塞する大規模海
難の発生数

125　我が国商船隊における外航日本船舶数

126　内航船舶の平均総トン数

127　スーパー中枢港湾における港湾コスト低減率及びリードタイム
（①港湾コスト低減率、②リードタイム）

128　港湾関連手続のシングルウィンドウ電子化率

129　国際海上コンテナ貨物等輸送コスト低減率

119　海難及び船舶からの海中転落による死者・行方不明者数

120　ふくそう海域における航路を閉塞するような大規模海難の発生数

○　活力

６　国際競争力、観光
交流、広域・地域間連
携等の確保・強化

20　海上物流基盤の強化等総
合的な物流体系整備の推進、
みなとの振興、安定的な国際
海上輸送の確保を推進する

121　内航貨物船共有建造量

122  国際船舶の隻数

123　我が国商船隊の輸送比率

18　自動車の安全性を高める 115　車両対車両衝突事故における死亡事故率（正面衝突）

19　船舶交通の安全と海上の
治安を確保する

116  海難の再発防止へ向けた勧告・提言の件数

117　薬物･銃器密輸事犯の摘発件数

118　海上及び海上からのテロ活動による被害の発生件数

110　あんしん歩行エリア内の歩行者・自転車死傷事故抑止率

111　事故危険箇所の死傷事故抑止率

16　住宅・建築物の安全性の
確保を図る

112　完了検査率

113　特定行政庁・指定確認検査機関における建築主事・確認検査員数

17　自動車事故の被害者の救
済を図る

114　自動車事故による重度後遺障害者に対する介護料支給件数

103　商船の海難船舶隻数

104　船員災害発生率（千人率）

105　小型船舶の安全拠点の数

106　航空機に対するハイジャック・テロの発生件数

107　国内航空における航空事故発生件数

15　道路交通の安全性を確
保・向上する

108　全国道路橋の長寿命化修繕計画策定率

109　道路交通における死傷事故率

97　地下鉄道の火災対策基準を満たす地下駅の割合

98　主要な鉄道駅で耐震化が未実施である駅数

99　落石・なだれ等による鉄道施設及び住民の生活への被害を軽
減するために行う防災工事の箇所数

100　地方鉄道事業者のうち、「総合安全対策計画」を策定し、計画
的に実行しているものの割合

101　鉄道運転事故による乗客の死亡者数

102　事業用自動車による交通事故死者数

５　安全で安心できる
交通の確保、治安・生
活安全の確保

14　公共交通の安全確保・鉄
道の安全性向上、ハイジャッ
ク・航空機テロ防止を推進する

95　公共交通等の安全に関する調査研究結果を提供するホーム
ページへのアクセス件数

96　遮断機のない踏切道数
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159　都市再生誘発量

160　文化・学術・研究拠点の整備の推進（①筑波研究学園都市に
おける国際会議開催数、②関西文化学術研究都市における立地
施設数、③関西文化学術研究都市における外国人研究者数）

161　大深度地下使用の累計認可件数

155  地震時に緊急物資輸送など防災拠点としての機能を有する空
港から一定範囲に居住する人口の割合

156　管制空港における100万発着回数当たりの航空機の滑走路
誤進入に係る重大インシデント発生件数

７　都市再生・地域再
生等の推進

26　都市再生・地域再生を推
進する

157　地域の発意により地域活性化のために策定された計画の件
数（地域再生計画、都市再生整備計画及び中心市街地活性化基
本計画）

158　全国の地方圏から大都市圏への転出者数に対する大都市圏
から地方圏への転入者数の比率

24　整備新幹線の整備を推進
する

151　５大都市からの鉄道利用所要時間が3時間以内である鉄道路
線延長（新幹線鉄道）

25　航空交通ネットワークを強
化する

152　国内航空ネットワークの強化割合（①大都市圏拠点空港の空
港容量の増加、②国内線の自空港気象（台風除く）による欠航率、
③総主要飛行経路長）

153　国際航空ネットワークの強化割合

154  航空機騒音に係る環境基準の屋内達成率

22　景観に優れた国土・観光
地づくりを推進する

147　景観法に基づく景観重要建造物及び景観重要樹木の指定件数

148  景観計画に基づき取組を進める地域の数

149  歴史的風致の維持及び向上に取り組む市区町村の数

23　国際競争力・地域の自立
等を強化する道路ネットワーク
を形成する

150  三大都市圏環状道路整備率

21　観光立国を推進する 142　訪日外国人旅行者数

143　国内観光旅行による国民一人当たり年間宿泊数

144　日本人海外旅行者数

145　国内における観光旅行消費額

146　主要な国際会議の開催件数

136　大規模地震が特に懸念される地域における港湾による緊急
物資供給可能人口

137　各地域における国際物流の効率化に関する指標（①国際物
流のボトルネックを解消するための行動計画数、②国際物流戦略
チームにおいて実施したプロジェクト数）

138　物流の総合化・効率化の促進に関する指標（認定総合効率化
事業の用に供する特定流通業務施設の延床面積）

139　３ＰＬ事業の促進に関する指標（倉庫事業者において総合的
な業務を行っている事業者の割合）

140　国際運送事業者を対象としたＡＥＯ制度（貨物管理に優れた
事業者を関係当局が承認し、税関手続で優遇する制度）における
承認事業者数

141　貨物利用運送の円滑な提供に関する指標（①貨物利用運送
事業者の海外拠点数、②貨物利用運送事業者数）

133  港湾施設の長寿命化計画策定率

134　港湾におけるプレジャーボートの適正な係留・保管率

135　リサイクルポートにおける企業立地数
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188　国土交通政策の企画立案等に必要な調査検討の報告数及び
研修等の満足度（①調査検討の報告数、②講演等実施後のアン
ケート調査等に基づいた満足度、③研修実施後のアンケート調査
等に基づいた満足度）

189　建設施工企画に関する指標（①ＩＣＴ建設機械等（土工（盛土）
の敷均し、締固め施工）による施工日数及び出来形管理の所要日
数の短縮割合、②建設現場における創意工夫の事例の活用件
数、③安全管理評価手法の試行工事件数）

190　用地取得が困難となっている割合（用地あい路率）

34　不動産市場の整備や適正
な土地利用のための条件整備
を推進する

191　不動産証券化実績総額

192　指定流通機構（レインズ）における売却物件の登録件数

32　道路交通の円滑化を推進
する

184　開かずの踏切等の踏切遮断による損失時間

185　ＥＴＣ利用率

９　市場環境の整備、
産業の生産性向上、
消費者利益の保護

33　社会資本整備・管理等を
効果的に推進する

186　公共事業の総合コスト改善率

187　事業認定処分の適正な実施（訴訟等により取り消された件数）

179　バスロケーションシステムが導入された系統数

180　地方バス路線の維持率

181　有人離島のうち航路が就航されている離島の割合

182　生活交通手段として航空輸送が必要である離島のうち航空輸
送が維持されている離島の割合

31　都市・地域における総合交
通戦略を推進する

183　まちづくりによる公共交通利用可能性の改善率

174　国際拠点空港と都心部との間の円滑な鉄道アクセスの実現
（都心部との間の鉄道アクセス所要時間が30分台以内である三大
都市圏の国際空港の数）

175　都市鉄道（三大都市圏）の整備路線延長（①東京圏、②大阪
圏、③名古屋圏；カッコ内は複々線化区間延長）

176　都市鉄道（東京圏）の混雑率

177　経営基盤の脆弱な地方鉄道事業者のうち、鉄道の活性化計
画を策定し、実行しているものの割合

30　地域公共交通の維持・活
性化を推進する

178　地域の関係者による地域公共交通に関する総合的な計画の
策定件数

28　集約型都市構造を実現する 171　主要な拠点地域への都市機能集積率

８　都市・地域交通等
の快適性、利便性の
向上

29　鉄道網を充実・活性化させる 172　トラックから鉄道コンテナに転換することで増加する鉄道コン
テナ輸送トンキロ数

173　５大都市からの鉄道利用所要時間が3時間以内である鉄道路
線延長（在来幹線鉄道の高速化）

165　民間都市開発の誘発係数

166　まちづくりのための都市計画決定件数（市町村）

167　駐車場法に基づく駐車場供用台数

168　都市機能更新率（建築物更新関係）

169　中心市街地人口比率の減少率

27　流通業務立地等の円滑化
を図る

170　物流拠点の整備地区数

162　半島地域の交流人口

163　雪に親しむ交流活動を実施した市町村の割合

164　都市再生整備計画の目標達成率
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42　北海道総合開発を推進する 222　農業基盤整備の事業完了地区における担い手への農地の利
用集積率の増加

223　北海道における水産物取扱量のうち高度な衛生管理対策の
下で出荷される水産物取扱量の割合

217　基盤地図情報の整備率

41　離島等の振興を図る 218　離島地域における交流・定住人口拡大施策の実施数

219　離島地域の総人口

220　奄美群島の総人口

221　小笠原村の総人口

212　国土の利用、整備及び保全に関する国民意識の醸成（国土
計画関係ウェブサイトへのアクセス件数）

213　テレワーク人口比率

214　大都市圏の整備推進に関する指標（①緑被率（首都圏）、②
琵琶湖への流入負荷量（化学的酸素要求量）、③帰宅要支援者数
（首都圏）、④公共交通利用トリップ数（首都圏））

40　国土の位置・形状を定める
ための調査及び地理空間情報
の整備・活用を推進する

215　電子国土Webシステムを利用する団体の数

216　電子基準点の観測データの欠測率

38　海事産業の市場環境整
備・活性化及び人材の確保等
を図る

209　造船業・舶用工業の生産高（世界シェア）

210　海運業（外航及び内航）における船員採用者数の水準

○　横断的な政策課題

10　国土の総合的な
利用、整備及び保
全、国土に関する情
報の整備

39　総合的な国土形成を推進
する

211　国民への国土に関する情報提供充実度（国土数値情報等の
ダウンロード件数：①国土数値情報ダウンロードサービス、②位置
参照情報ダウンロードサービス、③オルソ化空中写真ダウンロード
システム）

205　海外展開促進のための相手国との建設会議、セミナー、シン
ポジウムの開催件数

36　市場・産業関係の統計調
査の整備・活用を図る

206　統計調査の累積改善件数

207　統計の情報提供量、ホームページへのアクセス件数（①収録
ファイル数、②ＨＰアクセス件数）

37　地籍の整備等の国土調査
を推進する

208　地籍が明確化された土地の面積

199　建設工事に携わる技術者のうち技術検定合格者の比率

200　建設業の活力回復に資するモデル的な取組の創出件数

201　専門工事業者の売上高経常利益率

202　建設資材の需給状況把握システムの導入状況

203　建設技能労働者の過不足状況（①不足率、②技能工のＤ．Ｉ．）

204　建設関連業登録制度に係る申請から登録処理までの所要日
数の低減率

193　宅地建物取引業保証協会の社員である宅地建物取引業者数
に対する弁済を受けるための宅地建物取引業保証協会の認証件
数の割合の推移

194　マンション管理組合数に対するマンション管理業に関する紛
争相談件数の割合の推移

195　地価情報を提供するホームページへのアクセス件数

196　取引価格情報を提供するホームページへの①アクセス件数、
②取引価格情報の提供件数

197　低・未利用地の面積

35　建設市場の整備を推進する 198　入契法に基づく施策の実施状況（①入札監視委員会等第三
者機関の設置の状況、②入札時における工事費内訳書の提出状
況）
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（注）　政策ごとの予算との対応については、国土交通省ホームページ（http://www.mlit.go.jp/common/000033108.pdf）参照

232　公共交通における情報サービスの情報化達成率

12　国際協力、連携
等の推進

45　国際協力、連携等を推進する 233　国際協力・連携等の推進に寄与したプロジェクトの件数

234　建設関係職種における受入研修生数に占める技能実習への
移行申請者数の割合

13　官庁施設の利便
性、安全性等の向上 46　環境等に配慮した便利で

安全な官庁施設の整備・保全
を推進する

235　官庁施設として必要な性能を確保するための対策が講じられ
ている施設の割合（①耐震対策、②バリアフリー化、③環境への配
慮、④総合）

236　保全状態の良好な官庁施設の割合等（①保全状態の良好な
官庁施設の割合、②官庁営繕関係基準類等の策定事項数）

227　育成林であり水土保全林である森林のうち機能が良好に保た
れている森林の割合

228　アイヌの伝統等に関する普及啓発活動（講演会の延べ参加者数）

229　ユニバーサルデザインの視点に立った公営住宅の整備戸数
が公営住宅管理戸数に占める割合

11　ＩＣＴの利活用及
び技術研究開発の推
進

43　技術研究開発を推進する 230　年度計画通りに進捗した技術研究開発課題の割合

44　情報化を推進する 231　国民生活・社会経済活動に重大な影響を及ぼすＩＴ障害発生件数

224　道外からの観光入込客数

225　道外からの観光入込客数のうち外国人の数

226　北方領土隣接地域振興指標（一人当たり主要生産額）




